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支援策１
行政・社協・地域包括支援センターをはじめとする地
域福祉の推進を担う職員のスキルアップを推進しま
す。

3 1 1 1 0 - 〇 - -

支援策２
地域住民による支え合いを促進する人材を養成しま
す。

2 0 0 2 0 - - 〇 -

支援策３
地域福祉コーディネーターの地域への普及・定着を推
進します。

6 0 4 2 0 - 〇 - -

支援策４ 民生委員・児童委員の地域福祉活動を支援します。 4 1 3 0 0 - 〇 - -

支援策５
福祉・介護人材が働きながら学べるキャリアアップの
しくみをつくるとともに、キャリアパスの整備を促進
します。

14 3 7 2 2 - 〇 - -

支援策６ 外国人介護職の確保・定着を支援します。 3 1 0 2 0 - 〇 - -

支援策７
福祉・介護に係る就業相談や情報提供により福祉・介
護人材を確保します。

1 0 1 0 0 - 〇 - -

支援策８
若年層等へ福祉・介護の魅力を伝え、専門的な福祉・
介護人材を確保します。

6 1 4 1 0 - 〇 - -

支援策９ 潜在的福祉・介護人材の活躍を促進します。 7 0 4 3 0 - 〇 - -

46 7 24 13 2 0 8 1 0
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(1) 地域福祉の担い
手の育成

【成果をあげた取組み】
（支援策１）地域福祉の推進を担う地域包括支援センター職員や障害者相談支援従事
者向けの研修は、職員のスキルアップ等、順調に進捗し、計画以上の人数を養成する
ことができた。特に、障害者相談支援従事者向け研修による効果として、相談支援専
門員の有資格者数増加に寄与した。
（支援策３、４）民生委員・児童委員への支援として、研修を充実させるとともに、
一人暮らし高齢者世帯等の訪問活動や県民生委員児童委員協議会が行う活動に対する
支援を、計画的に実施することができた。しかしながら、依然として担い手確保が難
しい地域もあるため、引き続き、効果的な広報手段や市町村、県民生委員児童委員協
議会と連携したサポート体制の検討を行う必要がある。

【課題・今後の対応】
（支援策１）市町村職員等地域福祉担当職員向けの研修は、参加者数や理解度に係る
アンケート結果が低調であるため、研修プラグラムや開催地を見直すとともに、「介
護情報サービスかながわ」等を活用するなど、周知を強化する必要がある。
（支援策３）地域において課題やニーズを発見し、受け止め、地域資源をつなぎ、具
体的な解決へ導くことができる「地域福祉コーディネーター」の養成・育成研修は求
められる専門的な知識や技術について整理し、市町村等で行う研修等と連携しつつ、
研修体系を見直す必要がある。
（支援策２）地域住民による支え合いを促進する「生活支援コーディネーター」の養
成研修は、各市町村の取組状況等を継続的に把握し、効果的に実施していくととも
に、養成した人材の活用方法等について、市町村とも連携して検討する必要がある。

(2) 福祉専門人材の
確保・定着対策
の推進

【成果をあげた取組み】
（支援策５）高齢者施設等職員や看護管理者向けの研修は、アンケートによる満足度
が９割を超えていることから、職員の資質及び技術の向上を図ることができた。
（支援策５）介護ロボット導入支援事業は、申請状況が順調に進捗し、介護従事者の
身体的負担の軽減や、業務の効率化に寄与することができた。
（支援策６）外国人介護職の確保・定着に向けたEPA外国人看護師・介護福祉士候補
者に対する支援として、国家試験対策講座等を実施したことにより、全国平均を上回
る高い合格率をあげることができた。
（支援策９）平成28年度に開始した介護助手導入検討事業は、実施した全ての施設に
おいて、介護職の負担軽減等の効果が見られたため、その効果を現場にフィードバッ
クし、介護助手のさらなる導入を促進するとともに、介護施設等の規模や形態に関わ
らず導入可能となるよう、取組みを進めていく。

【課題・今後の対応】
（支援策５）介護現場のチームリーダーを養成する「神奈川県版ファーストステップ
研修」は、受講人数が伸びなかったため、中堅職員が参加しやすいよう、施設長等へ
の協力依頼を行うとともに、受講期間を見直し、キャリアパスの整備を促進する必要
がある。
（支援策５）介護職員のキャリアアップを支援するため、従事者の資格取得に係る研
修受講費用や代替要員の雇用に係る費用に対し補助を行っているが、研修が修了しな
かった事例が多数見られることから、要因を分析し、より使いやすい補助制度とする
必要がある。
（支援策６、９）外国籍県民を対象とした福祉施設等就職相談会や介護職員初任者研
修は、マッチング率が低調であるため、日本語習得のための研修を強化するなど、さ
らなる参入促進に向けた取組みを行う必要がある。
（支援策８）平成28年度から開始した「介護フェアinかながわ」は、アンケート結果
による満足度から、介護の仕事のイメージアップや興味・関心は高まっているが、来
場者数が目標者数を下回っているため、若者が興味を持てるコンテンツを検討し、周
知方法を工夫する必要がある。
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支援策10
地域住民等の活動による支え合いのまちづくりを推進
します。

4 3 1 0 0 - 〇 - -

支援策11 地域住民等による見守り活動の充実を図ります。 4 1 3 0 0 - 〇 - -

支援策12
ＮＰＯ等との協働・連携により､多様な福祉ニーズに対
応した事業を実施します。

1 0 1 0 0 - 〇 - -

支援策13 バリアフリーの街づくりを推進します。 7 2 3 2 0 - 〇 - -

支援策14 情報バリアフリーを推進します。 3 2 1 0 0 - 〇 - -

(3) 外国籍県民への
支援

支援策15 外国籍県民の暮らしやすさを支援します。 3 3 0 0 0 〇 - - -

【成果をあげた取組み】
（支援策15）外国籍県民の暮らしやすさの支援について、外国籍県民相談窓口の運営
やかながわ労働センターにおける外国人労働相談の実施、多言語による情報提供など
を順調に進めることができた。

【課題・今後の対応】
（支援策15）県内の外国籍県民の数や国・地域の数は増加しており、今後、各言語の
ニーズを反映させながら、相談窓口の運営や多言語による情報提供を行うことによ
り、外国籍県民の生活の更なる質の向上を図る必要がある。

支援策16 災害時における地域の防災力の向上を図ります。 4 1 2 1 0 - 〇 - -

支援策17 東日本大震災の被災者を支援します。 3 2 1 0 0 - 〇 - -

29 14 12 3 0 1 7 0 0

【成果をあげた取組み】
（支援策10）地域における支え合いの推進について、「多世代居住のまちづくり」を
推進する担い手養成講座では、受講者数が定員を上回り、受講者同士の情報交換や
ネットワークづくりを促進することができ、また、その他の地域住民等の活動による
支え合いの推進についても、概ね順調に進捗している。
（支援策11）児童相談所による民生委員・児童委員向けの研修や会議への職員派遣事
業は、アンケート結果から理解度が高く、見守り活動の充実を図ることができた。

【課題・今後の対応】
（支援策11、12）民間事業者や老人クラブ等による見守り活動、NPO法人との協働に
よる福祉ニーズに対応した取組みは、概ね順調に実施しているものの、これらの事業
を通じて、今後、地域における支え合いをより一層推進していく必要がある。

(2) バリアフリーの
街づくりの推進

【成果をあげた取組み】
（支援策13）バリアフリーの街づくりの推進は、「バリアフリーフェスタかながわ」
は毎年度、各々延千人以上が参加、また「バリアフリー街づくり賞」も多くの応募を
得て、県民に対する普及啓発を着実に進めることができた。
（支援策13）県営住宅や信号機、駅構内のエレベーター等公共設備のバリアフリー化
等については、概ね順調に実施することができ、高齢者や障がい者などが安心して暮
らせる環境づくりに努めることができた。
（支援策14）手話の普及推進については、手話講習会の回数や手話普及推進イベント
の参加者数が増加したことから、ろう者とろう者以外の者が相互理解を深めるための
取組みを着実に実施することができた。

【課題・今後の対応】
（支援策13）バリアフリーの街づくりの推進は、条例施行前の建築物・案内サイン等
が多く存在することから、オリンピック・パラリンピックの開催も見据え、今後、バ
リアフリー化に向けた施設管理者等の意識啓発や県民への普及啓発により一層取り組
む必要がある。
（支援策13）幅広歩道の整備については、一般的に用地の取得を伴うため、引き続
き、関係地権者等から事業の理解を得る必要がある。
（支援策14）情報格差の解消に向けた県ホームページにおける情報バリアフリーの推
進は、ウェブアクセシビリティに対する理解が不十分であり、目標を達成できなかっ
たため、誰もが必要な情報を得ることができるよう、ウェブアクセシビリティの必要
性を周知徹底するとともに、継続的に検証及びＪＩＳ規格に基づく試験を行う必要が
ある。

(4) 災害時における
地域支援体制の
促進

【成果をあげた取組み】
（支援策16）災害時における地域支援体制の促進について、広域災害救急医療情報シ
ステム（EMIS）を利用した情報提供の仕組みを確立することができた。また、災害時
の多言語通訳・翻訳者向け研修では、研修内容を工夫することで、受講者の満足度が
高まり、災害時の対応能力の向上につながった。

【課題・今後の対応】
（支援策16）大規模災害時に高齢者や障がい者などの要配慮者を支援するため、平成
28年度から開始した、民間関係団体とのネットワーク構築や研修等による人材育成に
ついては、行政職員の参加等、受講者の更なる拡大に向け、周知方法や研修内容を改
善する必要がある。
（支援策17）東日本大震災等県内避難者に対する支援は、概ね順調に進捗している
が、避難生活の長期化に伴う状況変化への対応に課題があるため、「かながわ避難者
支援会議」などにおいて、避難者等の生活の変化など状況把握に努めていく必要があ
る。
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支援策18
市町村等における相談・課題解決体制のネットワーク
化を促進します。

2 1 0 1 0 - 〇 - -

支援策19
課題等を抱える当事者自身の解決能力の向上を支援し
ます。

1 0 1 0 0 - 〇 - -

支援策20 発達障害支援センターの取組みを推進します。 1 0 1 0 0 - 〇 - -

支援策21 ＤＶ被害者を支援します。 1 1 0 0 0 〇 - - -

支援策22 新たな福祉ニーズの把握や情報発信に取り組みます。 1 0 1 0 0 - 〇 - -

支援策23 権利擁護の専門的な相談支援体制を充実します。 4 1 3 0 0 - 〇 - -

支援策24
利用しやすい成年後見のしくみづくりに取り組みま
す。

3 0 2 1 0 - 〇 - -

支援策25 認知症の人や家族等を支援します。 6 1 5 0 0 - 〇 - -

支援策26 矯正施設退所予定者の社会復帰を支援します。 2 0 2 0 0 - 〇 - -

(3) 生活困窮者の自
立を支援するし
くみづくり

支援策27 生活困窮者の自立を支援します。 3 0 2 1 0 - 〇 - -

【成果をあげた取組み】
（支援策27）生活困窮者の自立を支援するしくみづくりについて、自立相談支援や住
居確保給付金による就業支援を概ね順調に進めることができた。加えて、学習支援・
居場所づくり事業については、未実施の保健福祉事務所においても、地域の社会資源
やその他学習支援事業等との連携が進むなど、生活困窮世帯の子どもが健全に育成さ
れる環境整備を図ることができた。

【課題・今後の対応】
（支援策27）平成30年10月には、改正された生活困窮者自立支援法が施行されること
から、その改正内容に沿って、今後、生活困窮世帯の増加に対応した個別的かつ継続
的な自立支援を行うため、保健福祉事務所や自立相談支援機関、町村とさらに連携し
ていく必要がある。
（支援策27）ニート等の若者の職業的自立に向けた支援の拠点である地域若者サポー
トステーションでは、新規登録者数の減少などにより、目標とする就職者数を下回っ
たことから、必要に応じて出張相談を行う等、改善を図る必要がある。

【成果をあげた取組み】
（支援策18）地域ケア会議などにおける専門職派遣は、参画が重視されるリハビリ
テーション専門職種の派遣が増え、地域住民が抱える課題に対する多職種が連携した
包括的な対応を行うことができた。
（支援策20、21）県発達障害支援センターや県配偶者暴力相談支援センターにおける
相談支援は、関係機関と連携し、計画通り実施することができた。

【課題・今後の対応】
（支援策18）今後、包括的な支援体制を構築し、ネットワーク化を促進するために、
栄養士、歯科衛生士などの専門職種の参画を促すとともに、職種間の理解を促す取組
みを行う必要がある。
（支援策20、21）県発達障害支援センターや県配偶者暴力相談支援センターにおける
相談支援は、相談内容やニーズが多様化していることから、引き続き相談業務にあた
る職員の資質向上に努める必要がある。

(2) 高齢者や障害者
等の尊厳を支え
るしくみづくり

【成果をあげた取組み】
（支援策23）高齢者や障がい者等の尊厳を支えるしくみづくりについて、福祉サービ
ス利用援助事業（日常生活自立支援事業）は、年々利用者が増加しているとともに、
運営適正化委員会における福祉サービス苦情解決体制の整備や、県障害者権利擁護セ
ンターにおける適切な助言・対応など、概ね順調に進捗している。
（支援策23）児童の問題に迅速かつ適切に対応できるよう、児童相談所が実施する市
町村職員向けの相談援助技術に関する研修では、地域の実情や市町村のニーズに沿っ
た内容で、参加者の満足度を高めることができたほか、市町村が実施する要保護児童
対策地域協議会会議へ参加することで、市町村に対する重層的な支援を行うことがで
きた。
（支援策25）認知症の人や家族等の支援について、平成28年度から開始した介護保険
施設等の職員向け認知症介護基礎研修は、定員を大幅に上回る受講があり、認知症高
齢者に対する介護サービスの充実に寄与することができたとともに、認知症初期集中
支援チームや認知症地域支援推進員の養成について、着実に実施することができた。
（支援策26）矯正施設退所予定者の社会復帰の支援について、地域生活定着支援セン
ターを拠点とした、本人等への助言や支援、受入先施設等との調整など、着実に実施
できたとともに、県内福祉関係職員を対象とした刑務所見学会を実施することで、今
後の矯正施設退所者の受入に向けた意識の醸成を図ることができた。

【課題・今後の対応】
（支援策23）使用者による障害者虐待については、自主的な通報ではなく労働局の調
査で発見されるものが多いことから、研修などを通じて、障害者虐待防止法や通報義
務、通報先について、一般企業や県民に対する周知を強化していく必要がある。
（支援策24）今後のさらなる高齢化を見据えた利用しやすい成年後見のしくみづくり
について、市民後見人養成のための研修を実施している市町村は増加しているが、多
くの町村で法人後見や市民後見人の養成が進んでいないことから、先行事例の情報提
供や複数の市町村・団体間の調整を行い、広域的な体制整備を促進していく必要があ
る。
（支援策26）県民が安全で安心して暮らせるよう、犯罪や非行をした者の立ち直りを
支える社会づくりのさらなる推進が課題となっていることから、地域再犯防止推進モ
デル事業の実施などにより、更生を支援し、犯罪や非行の防止を図る必要がある。

３
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(1) 生活上の課題や
福祉ニーズに対
応するしくみづ
くり
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大
柱

中　　柱
支　　援　　策
（　小　柱　）

事業数

自己評価
（事業所管課による評価）

支援策別評価
（事務局による評価）

総合評価

(4) 福祉サービス評
価制度のしくみ
づくり

支援策28 福祉サービス第三者評価を普及・推進します。 1 0 0 1 0 - - 〇 -

【課題・今後の対応】
（支援策28）福祉サービス評価制度のしくみづくりについては、年々、評価結果の公
表数が伸びているが、児童分野に比べ、他の分野は依然として総数が少ない状況にあ
るため、事業者に対するヒアリングやアンケート等により、全体的な見直しを進める
とともに、市町村職員に対し、会議等を通じて、第三者評価の必要性を説明し、理解
を促す必要がある。

25 4 17 4 0 1 9 1 0

100 25 53 20 2 2 24 2 0

小計

合計
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